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【討論と質疑応答】
司会：大槻先生が最後のところで言われましたように､ この後､ 金融商品取引法の萬澤
先生と独占禁止法の大槻先生とに対論形式で議論を深めて頂くことにしたいと思います｡
金融商品取引法も独占禁止法も､ いずれも違法行為をした会社に対する法的措置を定めて
いるという点では共通しながら､ しかもそれが違う法律として､ 違う側面をもって運用さ
れている｡ この両者の関係､ 共通する面と異なる面が議論の中心になるかと思いますが､
お二人で討論をお願い致します｡ では､ この後はお二人に委ねます｡
萬澤：大槻先生は今､ 独禁法違反の会社に対する法的な措置として､ 詳細なご説明を下
さいました｡ そこで法的措置として用意されているのがやはり刑事的なものと民事的なも
の､ それから行政的なものであるという点では､ 金商法の場合と同じだと思うのですが､
たとえば､ その刑事罰について､ 金商法197条では10年以下の懲役とか1000万円以下の罰
金とかいうように規定されていますが､ 独禁法の場合にはどのような罰則が用意されてい
るのでしょうか｡
大槻：刑事罰については､ 先ほど申しましたが､ 自然人の場合には 5 年以下の懲役､
500万円以下の罰金となっています｡ 法人の場合には 5億円以下の罰金です｡
萬澤：金商法の半分になってるのですね｡ 誰に対して科せられるのか､ という刑事罰が
科される対象についてはいかがでしょうか｡ 金商法の場合には､ オリンパスやライブドア
の経営のトップつまり代表取締役とか､ それに関わった会計士とか､ そういう人たちが刑
事責任を問われるのですが､ 独禁法の場合も同じでしょうか｡
大槻：まずは､ 入札談合とか価格カルテルに関わった人たちです｡ 各社から担当者が出
て､ 会合を開き､ 価格カルテルだったら ｢どのくらいまで価格を上げるか｣ とか､ 決める
わけですから｡
萬澤：そうしますと､ 取締役とかいった役員レヴェルではなくて､ 現場の人が対象とい
うことになりますか｡ 何とか部の部長とかいった…｡
大槻：大手の企業だと､ そういう場合が多いと思います｡
萬澤：現場で実際に関わった人に刑事罰が科されるということですね｡
大槻：はい｡ 小さい建設会社が談合に関わったりしていると､ その会社の役員が談合に
関わることもありますが｡
萬澤：独禁法では刑事罰を発動することが余り多くないということですけれども､ 全く
無いのでしょうか｡ 最近の事例などで､ 小さなものでも何かあったとかいうことはありま
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せんか｡
大槻：最近の例としては､ 先ほどお示しした北陸新幹線の融雪設備に関する談合事件が
あります｡
萬澤；私が聞き逃してしまったのかも知れませんが､ そのケースでは自然人と法人とに
対して､ どのような刑事罰が科されたのでしょうか｡
大槻：従業員に対しては､ 懲役 1年 2か月とか 6か月とかです｡ 執行猶予が 3年付いて
いますが｡ 法人については､ 罰金 1億2000万円とか 1億6000万円とかが科せられています｡
萬澤： 1つの事件についていろいろな会社の従業者といろいろな法人に刑事罰が科せら
れるわけですね｡
大槻：はい｡
萬澤：同じ事件で科せられる会社と科せられない会社というのもあるんですか｡
大槻：そういうこともあり得ますね｡
萬澤：それが北陸新幹線に関する事案ということでしたけれども､ その前の事案は､ い
つ頃のことになりましょうか｡ 金商法の場合も悪質なものについてのみ刑事罰が発動する
点では同じですけれども､ 1 年に数件から十数件はあります｡ 独禁法の事案において悪質
とされるものはどのくらいの数あるのか…｡ 北陸新幹線の前の事案というのが､ 10年前な
のか､ それよりももっと前になるのか…｡
大槻：いや､ そんなに間が開いてはいません｡ 何年かに 1回くらいは出ています｡
萬澤：懲役の長さとか罰金額の大きさとかでみた場合､ ずば抜けてひどいものがそれほ
どあるわけではないと…｡
大槻：そうですね｡ 罰金は 5億円が上限なので､ 企業の売り上げからすると､ それほど
大きくないとは言えるでしょうね｡ 入札談合などは､ 小さな建設業者が集まってやってい
る場合もあるので､ そういう業者にとっては何億円という額は大きいかも知れませんが｡
萬澤：何社も関わるわけですものね｡ その点が金商法とは大きく違います｡ 金商法は､
1つの事件について悪いことをするのは基本的に 1つの会社ですけれど､ 独禁法の方はそ
の当事者が多いということですね｡
大槻：業界全体を巻き込んでいることが多いですから｡ 入札談合だと､ 数十社がやって
いたりするケースもあります｡
萬澤：課徴金と罰金との調整についてですが､ 独禁法の場合は罰金の 2分の 1を引くん
ですね｡ 罰金額が高いと､ 課徴金額が引かれて無くなることもありますか｡
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大槻：それはあり得ます｡
萬澤：課徴金に関しては､ 独禁法の制度を真似て金商法がその規定を作ったと思ってお
りましたが､ 意外に違いがあるような印象を受けました｡ 独禁法が用意している法的措置
の中心となるのは排除措置命令と課徴金制度だということでしたが､ 金商法では独禁法で
使われているような排除措置命令はありません｡ 排除措置命令というのは､ 違法な状況を
取り除くために出されるのですよね｡
大槻：そういう違法行為をやるのを止めなさいということです｡ 調査が続いている段階
で､ まだ談合やカルテルが行なわれていたら､ それを止めなさいという制度です｡ ただし､
既に終わっている場合でも､ 競争状態を充分に回復するのに必要と判断された時には排除
措置命令を出すんです｡
萬澤：いろんな事件でよく出されるんですか｡
大槻：入札談合の場合ですと､ 最近は､ 公取が調査を始めた時点で違法行為を止めるこ
とが多いのですが､ それでも排除措置命令が出されることが殆どです｡
萬澤：金商法では､ たとえば､ 会社が粉飾決算をした時は､ 有価証券報告書とか四半期
報告書を訂正する報告書 (訂正報告書) を出すよう金融庁が命じることはできます｡ これ
によって､ ウソの情報が正しい情報に置き換えられて､ 違法な状態 (ウソの情報が流通し
ている状態) が取り除かれるという効果はあります｡ それから､ 課徴金納付命令というか
たちの法的措置が多く取られるというのは金商法も基本的には同じなのですが､ 課徴金の
軽減について独禁法では､ 調査開始 1か月前までに違反行為を止めている場合には軽くな
るわけですか｡
大槻：はい｡ 算定率を 20 ％下げます｡
萬澤：そして､ 10年以内に課徴金納付命令を受けたことのあるところについては算定率
を上げるんですね｡
大槻：はい｡ 算定率を 50 ％上げて､ 10％を15％にします｡
萬澤：金商法にも課徴金の加算の規定はあります｡ 5 年以内に課徴金納付命令を受けて
いる場合には課徴金の額が1.5倍になります｡ でも､ 独禁法は10年以内ということですか
ら､ 金商法よりも随分長い期間に及ぶんですね｡
大槻：そうですね｡
萬澤：それはやはり､ 先生が先ほど仰ったような目的､ つまり違反行為の抑止という目
的から説明されるわけですか｡
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大槻：はい､ その通りです｡
萬澤：違反行為で主導的な役割を果たした場合にも､ やはり加重されるのですか｡
大槻：はい｡ 算定率を 5割上げます｡
萬澤：なるほど｡ それに対して､ 減免制度では､ 一番最初にその違法行為を当局に対し
て申告した者は課徴金全額免除なのですね｡
大槻：そうです｡
萬澤：金商法の場合には半分しか減らさないので､ そこは違いますね｡ 全額免除という
ことになると､ この制度を使おうというインセンティヴが強く働くかも知れませんね｡
大槻：それは強いと思いますよ｡
萬澤：金商法の場合には､ 1 つの事件について複数の事業者が一緒になって何か悪いこ
とをしているということは基本的には無いですけど､ 独禁法の場合には､ 皆で一緒になっ
て悪いことをするから､ この規定が活きるということでしょうか｡
大槻：そういうことだと思います｡
萬澤：それから､ 民事責任､ 損害賠償訴訟に関する規定なんですけれども､ 金商法の場
合には､ 損を被った投資家が使いやすいように､ 損害額とできる規定を入れたり､ 故意・
過失の立証を原告側に課さずに被告側に課したりはしているのですが､ 独禁法ではこの点
はどのようになっているのでしょうか｡
大槻：先ほど申しました独禁法25条の損害賠償の規定では､ 故意・過失の立証は必要な
いこととなっています｡ ただ､ 故意・過失の立証が無いからと言って､ 独禁法では違法行
為を立証する必要がないかと言えば､ 決してそんなことはありません｡
萬澤：違法行為の立証をしなくてはいけないのですね｡ 独禁法に違反しているという…｡
大槻：はい｡
萬澤：その立証はどういうふうにするんですか｡
大槻：訴えた方がいろいろ証拠を集めなくてはなりません｡ ただ､ 公取が集めた証拠を
ある程度は開示してもらうことは出来ます｡
萬澤：独禁法25条を使って損害賠償請求をする際には､ なにか要件が必要になりますか｡
大槻：はい｡ 公取の排除措置命令が確定してからでないと､ 民事訴訟の提訴はできませ
ん｡
萬澤：そうすると､ それは時間がかかるということですか｡
大槻：場合によってはそうですね｡ 事業者が裁判で排除措置命令の妥当性を争えば､ 時
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間がかかることになります｡
萬澤：公取が排除措置命令を出したことで､ 民事訴訟は提起しやすくなるということで
しょうか｡
大槻：何もないよりは､ 多少､ 提起し易くなるとは言えるでしょうね｡ 一概には言えな
いと思いますけど､ 公取の方で排除措置命令が確定しているという事実は裁判所も考慮す
るでしょうから､ 無いよりは立証し易くなるんじゃないかと思います｡
萬澤：実際に民事訴訟を起こした事案というのはあるんですか｡
大槻：価格カルテルに関しては､ 殆ど無いです｡ 入札談合の場合にも､ 25条を使ったの
は余りないですね｡ 入札談合の方は､ 実際に被害を受けるのは自治体とか国とかです｡ そ
れらが積極的に訴訟を起こすことは稀です｡ 地方自治法で住民が起こせる規定もあるので
すが､ 非常に難しいです｡ なので､ 入札談合の数が多い割には､ 民事訴訟に持ち込まれる
ことは少ないと言えます｡
萬澤：粉飾決算で損を被った投資家みたいな人が､ いないということでしょうかね｡ 民
事訴訟に訴えて損害を填補してもらおうというようなモチベーションは､ 独禁法違反につ
いては無いと…｡
大槻：そうですね｡ 入札談合の場合には､ それだけ税金が沢山使われるので､ 実際には
住民が損害を被っているのでしょうが､ 直接どれだけ損をしたかが分かるわけではない､
という点ではその損害は間接的ですよね｡ まあ､ 価格カルテルについての民事訴訟事件と
しては､ 灯油の価格カルテルについて古いものがありました｡ 鶴岡灯油訴訟と東京灯油訴
訟と言いまして､ 石油会社が一緒になって灯油価格を引き上げたとして､ 消費者や生協な
どが中心となって民事訴訟を起こしたのですが､ 実際にやってみるとなかなか難しいとい
うことになりました｡ それ以降は､ 民事訴訟は起こっていないですね｡
萬澤：有難うございました｡
司会：では､ ここからは､ フロアの方々からのご意見を伺いながら､ 更に議論を深めて
いきたいと思います｡ 本日は特に､ 商法がご専門の上智大学の伊藤雄司先生がお出で下さっ
ていますので､ まず伊藤先生から今回のご報告についての ｢総括｣ をお願い出来ますでしょ
うか｡
フロア：上智大学の伊藤雄司です｡ 一昨年まで専修大学に勤めておりまして､ 本日は､
正月に実家に帰って来たような､ 寛いだ気分でお聞きしておりました (笑)｡ ｢総括｣ なん
て嫌なものではなしに (笑)､ お二人の先生方に､ ちょっと質問をさせて頂きたいと思い
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ます｡
1 つは萬澤先生に対する質問です｡ 下世話な質問になりますけど――､ ライブドアの元
社長代表取締役の方が､ 今回の東芝の事件についても非常に不公平だと言っておられるよ
うです｡ 実際､ 確かに､ 萬澤先生の取り上げられた事案について見ても､ オリンパス事件
では粉飾決算額は1000億円に上っているのに刑事責任を問われた人たちには執行猶予が付
いているのに対して､ ライブドア事件では粉飾額は53億円でありながら実刑判決が出てい
るんですね｡ 何故このことを申し上げるかと言いますと､ 今回のテーマは ｢会社と社会｣
ということですが､ 我が国の社会は上場企業､ しかも一流企業に対しては甘いのではない
か､ 少なくともそのような印象を持たれても仕方がないのかなと思うところがありまして､
外国､ 例えばアメリカなどと比較してどうなのだろうか､ ということを教えて頂きたいと
思いました｡
続いて大槻先生にも､ 先生の今回のご発表とちょっと離れるかも知れないのですが､ 1
つ伺いたい点があります｡ 独占禁止法というのは､ 事業者の方が談合して自由競争を妨害
することを､ 国家の側で阻止するという､ そういう趣旨ですよね｡ 会社と社会というのが
今回のテーマとなっております｡ 会社と社会との共通点は人と人との結び付きということ
かと思いますが､ 国家或いは社会という人の繋がりが､ 談合という人の繋がりを阻止する｡
それがこの法律の意図するところなのかと思いました｡ どうしてそういうことが必要にな
るのか｡ また､ それをどこまでやるのか｡ アメリカとか他の国の場合と比較して､ 何か特
徴があるようでしたら､ それを教えて頂きたいと思います｡
司会：では､ 萬澤先生の方からお願い致します｡
萬澤：ご質問有難うございます｡ オリンパス事件では額も大きいし､ 長期間に亘る違法
行為でありながら､ 代表取締役に当たる人に対する処罰に執行猶予が付いているのに対し
て､ ライブドアの場合にはたかが 1回､ しかも短い期間の違反行為で､ 額も小さかったに
も関わらず､ 代表取締役だった人に実刑判決が出た｡ これは不公平ではないか､ という点｡
私もそう思うのですけれども､ 一応の説明は､ 次のようなものです｡ オリンパスの代表取
締役は､ 長期間に亘って事実を隠さなければいけないような状況の中でその地位についた｡
粉飾決算することで私的利益を図ったわけでもない｡ やむを得ずやってきたという側面が
強い｡ しかも､ オリンパスの場合には損失を隠そうとしたけれども､ ライブドアの場合に
は何かを隠すというんじゃなくて､ むしろ逆に､ 自分たちの会社を過大に ｢いい会社｣
｢繁栄している会社｣ として見せて自分の利益を追求してやろうという､ そういう意図を
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持っていた｡ この点で､ オリンパスとライブドアとは性格が違うという説明のようなので
すが､ ただ何だかライブドアについては､ 詳しく見ればみるほど､ ｢何でこういう結果に
なるのかな｣ ということは､ 先生にとても共感致します｡
大槻：国家或いは社会の側が事業者間の結合を妨げているのではないかというご質問だ
と思いますが､ 競争という観点からは､ 事業者が結合したり､ 一緒に何かをやったりする
と､ 競争が妨げられて､ 悪い結果になるという､ そういう基本的な考えがあります｡ 事業
者は出来るだけ一緒にならずに別々に競争した方が経済もよくなるという､ そういう発想
が背景にあるんだと思います｡ 外国との比較の問題ですが､ 独占禁止法はもともとアメリ
カで作られた法律で､ 第二次大戦後､ アメリカはそれを日本にも作らせたわけです｡ 日本
でも当初は､ 競争が必要であるという考えは余り無くて､ 戦後暫くは公正取引委員会もか
なり冷遇されたというか､ 余り活発に動けない状況がありました｡ 国家が重視する産業分
野を後押しする傾斜配分方式があって､ 官庁が経済を引っ張っていくという護送船団方式
でやってきたところがあるのですが､ 日本の経済構造の変化と関係しているのでしょう､
日本でも次第に競争が重要であるという考え方が浸透してきました｡ 課徴金制度がだんだ
ん強化されてきているのも､ そのことの表われと言えましょう｡
フロア：法学研究科博士課程で商法を研究しております澤山です｡ 本日は貴重なご発表､
有難うございました｡ 萬澤先生への質問から｡ 近時､ 議論が活発である粉飾決算､ 或いは
金商法上にいわゆる有価証券報告書の虚偽記載なんですが､ 萬澤先生はとりわけ､ 金商法
の26年改正で無過失責任から過失責任になった｡ それが21条の二の 2項に入ります｡ 更に
3項が損害の推定でありまして､ その点についてはいろいろ判例も出ているところではあ
ります｡ 萬澤先生は使いやすい､ 利用しやすいようになっているというお話だったと思う
のですが､ 私は個人的には､ 21条の二の 2 項､ 3 項よりも､ むしろ 4 項､ 5 項が重要では
ないかと｡ 4 項では減額の抗弁､ 5 項については裁判所の裁量減額が規定されております｡
オリンパスの事件の他､ 近時ではIHIの有価証券報告書の虚偽記載の事案がありましたね｡
IHIの場合だと､ 裁判所の裁量で 5割の減額が認められています｡ オリンパスでも 2割減
額されている｡ 裁量減額については､ 判例の傾向を見ると一定していない｡ この点につい
ての萬澤先生のお考えをお聞きしたいと思います｡
因みに､ ライブドアのケースでは有価証券報告書の虚偽記載の他に､ 風説の流布であっ
たり､ 偽計だったり､ そういった種々の事情を考慮していたのかなという気もしないでも
ありません｡ ただ､ 上場廃止になるかならないかという点については､ 会社と社会という
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観点から､ 萬澤先生はどうお考えなのか､ 伺いたいと思います｡
大槻先生にお伺いしたいのですが､ 証券取引等監視委員会と公正取引委員会とがよく比
較して見られる傾向がありますね｡ 課徴金の運用についても､ やはり比較して見られる傾
向がある｡ 独占禁止法は法学上､ 経済憲法と言われておりますけれども､ そちらの視点か
ら､ 現在の金商法上の運用､ 例えば証券取引等監視委員会の位置づけ､ 或いは課徴金の運
用のされ方はどうなのかなと､ いう点をお聞きしてみたいと思いました｡ 雑駁な質問です
が､ よろしくお願い致します｡
司会：では､ これも萬澤先生からお願い致します｡
萬澤：ご質問有難うございました｡ 私は金商法の民事責任規定について投資家が使いや
すいようにしているという方向でお話したのですが､ 澤山さんご指摘のように､ 減額規定
というものがあって､ 先ほど申し上げた ｢損害の額とすることができる｣ という規定 (21
条の 2第 3項) で損害額を請求しても､ 粉飾決算とは関係ないと判断されれば裁判所が減
額できるというふうになっている (同条 6 項)｡ しかもいろいろな訴訟でこの減額がなさ
れて､ ご指摘のとおり､ 2 割とか 5割とか､ 定まらない｡ もちろん､ それぞれに事情が違
うのだから､ 全く同じである必要はないのですが､ ここは裁判所の裁量が大きいですよね｡
このような減額は､ 投資家にとって面白くないですよね｡ それで問題は…｡
フロア：運用されている現状ですね｡ 一方で投資家が利用しやすいようにするという方
向がありながら､ 他方で､ このように損害額を減額するという方向がある｡ この 2つの方
向の関係というか比較というか…｡ 実際に減額されると損失が填補されない場合も出来て
きますよね｡
萬澤：澤山さんのご質問からは少し離れてしまうかもしれないですが､ そもそも日本で
は､ 投資者に対して被った損害の全額を認めることを躊躇する風潮のような､ 傾向のよう
なものがあるように感じています｡ 例えば､ 証券会社が ｢この株必ず儲かりますよ｣ と言っ
て株の購入を勧誘したり､ 年金暮らしの高齢者の方に､ 何だかとても複雑で分からない､
リスクの高い金融商品を売りつけたりする行為は､ 金商法上違法行為であり､ これらの投
資者が当該取引で被った損害を証券会社に賠償を求めれば認められる可能性が高いわけで
す｡ でも､ その場合にも裁判所は､ 原告の被った損害額全額を認めるというより､ 過失相
殺をして､ 賠償額を 6割､ 7 割減額することをよく行います｡ かりに強引ともいえる勧誘
があったとしても､ あなたも儲けたいと思ったんだよね､ として､ ｢儲けたい｣ というモ
チベーションで動いた人に対して､ 損した分を全額填補してあげましょうとすることにつ
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いては､ 裁判所はとても消極的なように感じています｡ これは比較法的に見て興味深いと
思います｡ たとえば､ 以前､ アメリカの事例を少し調べたことがあったのですが､ アメリ
カでは過失相殺がこのように認められることはないようです｡ 詐欺と同視できるような形
あるいは方法で投資者に損害を与えた場合には､ 投資者の過失など無関係で､ 賠償が認め
られるということです｡ そういう点で､ 投資をすること自体がリスクをある程度引き受け
たこととみなされる日本と違うのではないかと｡ もう一つの上場廃止の問題は…｡
フロア：あ､ その点は結構です｡
大槻：金商法の課徴金のことについて比較するのは難しいのですが､ 萬澤先生のお話を
聞いた限りでは､ 制度としては似ているなという印象を持ちます｡ もともと､ 金商法の課
徴金制度は独占禁止法の課徴金制度を参考にして作ったということですから､ 当然ですね｡
算定率と一定の比率を掛けて算出する制度であるとか､ 罰金と併科する時に減額するとか､
形としては似ていると思います｡ 実際の運用についてみても､ 金商法の場合でも､ 裁量の
余地がないんでしたね｡
萬澤：はい｡ そうです｡
大槻：そういう点で見ても､ 共通点はかなり大きいように思います｡
森川：私の方からも､ 2 つご質問致したいと思います｡ 私は専門が国際法なので､ 経済
法・商法の分野については全く素人なのですが､ 今日のお話を伺っていて､ 違法行為に対
する責任という問題――違法行為に対する制裁の問題――は､ 法律を研究している場合に
はそれぞれの分野で必ず突き当たる問題でして､ そういう意味でとても興味深くお聞き致
しました｡ 萬澤先生のご報告の中にありましたように､ 刑事､ 行政､ 民事でそれぞれ制裁
の意味とか目的とかが違うわけですね｡ 民事の場合には､ 要するに損害を受けた人の保護
ということ､ 課徴金の方は会社が不当に得た利得を吐き出させるのが趣旨､ そして刑事は
おそらく一般的な抑止などを目指すので､ それぞれに目的が違うということはよく分かっ
たのですが､ 大槻先生のご報告で､ 課徴金の目的が､ もともとは萬澤先生が仰ったような
｢利得の吐きだし｣ という目的を持ってはいたのだけれども､ 現在ではその位置づけが変
わってきたし､ それにつれて算定基準なども変わってきた｡ つまり､ それが違法行為の抑
止という行政的な目的に変わってきたということだと思うのですね｡ そうなってくると､
課される課徴金と刑事罰としての罰金とは､ いったいどう違うんだろうという疑問が出て
きますね｡ その点について､ 大槻先生のご見解を伺いたいと思います｡
それから､ 萬澤先生に質問なのですが――､ 独禁法の場合､ その被害者というのは､ 公
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共事業であれば税を負担している人ということになりますし､ 価格カルテルであれば消費
者ということになり､ いずれも会社の外部に被害者がいるわけですが､ 萬澤先生がご報告
下さった金商法の場合には､ 被害者は会社に投資した人､ 株式を保有している人であるわ
けですよね｡ それでもって､ 会社に膨大な罰金を科すとか課徴金を課すとかいうことは結
局､ 株式を持っている人とか投資をした人とかに更に損害を加えることになるのではない
かとも思うのですが､ その点はどうなっているのかな､ というのが質問です｡
司会：では､ これは大槻先生の方からお願いします｡
大槻：ご質問にあった､ 罰金と課徴金の併科の問題についてですが､ 憲法39条に禁止さ
れている二重処罰に当たらないかということですね｡ これは､ 課徴金制度を作る時から議
論になっておりまして､ 当初はその二重処罰となることを避ける意味もあって､ 違法行為
で得た不当な利益を剥奪するんだという説明で公取もやっていたのですけれども､ 課徴金
の額を上げたり､ 課徴金減免制度を入れたりしていくと､ そのような説明では対応出来な
くなって､ 裁判所などでも､ むしろ違法行為の抑止という側面を強調するようになってき
たわけですね｡ ただ､ それでも､ やはり刑事罰とは違うんだということで､ 裁判所の判決
では､ 刑事罰は反社会性とか反道徳性に着目した制裁だとする一方､ 課徴金については制
裁という言い方を慎重に避けています｡ そこで一応､ 区別してはいます｡
森川：そうしますと､ やはり抑止の方を優先しているということでしょうか｡
大槻：はい｡ そう言えると思います｡ なお､ 二重処罰には当たらないとしても､ 比例原
則の問題はあって､ 両方を課した場合に過大な金額になるのではないかという問題はある
と思うんです｡ 通説的には､ それで問題はないといわれてはいますが｡ アメリカやヨーロッ
パに比べて､ 日本の場合には､ 課徴金の額が非常に少ないので､ 過大なものではないとい
う認識ですね｡
萬澤：先生のご質問を確認させていただきたいのですが､ 会社の内部でその会社の株式
を持っている人が会社に対して損害賠償請求をするという…
森川：今回の東芝の場合はそうですよね｡
萬澤：金商法の民事責任規定の法的性質は損害賠償責任であり､ 株主に対する会社から
の出資の払戻しではないと解されています｡ ただ実際の事案で原告となる者はすでに処分
していることが多いように思います｡
森川：なるほど｡ そういう意味では､ 既に会社の外の者だという認識なのですね｡
萬澤：はい｡ そういうことになります｡
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司会：私もちょっとお尋ねしたいことがあります｡ 先ほどから出ておりますが､ 会社不
祥事は日本だけではなく､ 色んな国にもありますね｡ 日本の場合が､ 他の国に比べて特に
それが多いというわけではないのでしょうか――非常に素人っぽい質問ですが｡ また､ 日
本のケースは他の国に比べて何か特徴があるのかどうか｡ また､ それら違法行為への対応――
まさに法的措置ですが――の仕方に､ 日本の独自な特徴があるのかどうか､ という点では､
どうなのでしょうか｡
大槻：日本における違反事件が他に比べて多いかどうかは､ 判断するのが難しいところ
です｡ 当局がどれだけ積極的に調査するかに掛かっていると思います｡ 日本の場合､ 課徴
金減免制度を入れてから､ カルテルとか談合とかを摘発し易くなったという側面はあるで
しょうね｡ 課徴金など制裁の重さという点でいうと､ 日本はまだ軽いと思います｡ アメリ
カの場合には､ 課徴金という行政的な処分はなくて､ 刑事罰でやるのですが､ 非常に罰金
額が大きいですね｡ アメリカの場合には､ 民事の損害賠償などでも､ とても金額が大きい
わけですけど｡ ヨーロッパの場合には､ 制裁金と呼んでいます｡ 日本の課徴金と同様に行
政的な手続きで課されるものですが､ こちらも日本の課徴金よりもかなり金額が大きい｡
日本の独禁法の学者がアメリカで日本の事件の報告をした時に､ 課徴金の金額を紹介した
ら､ ｢これはドルか｣ と言われたという (笑)､ そういう話があるくらい､ 桁が全然向こう
と違うんです｡ 罰金額も日本は 5億円が上限ですから､ まだまだ低いと言えますね｡ 日本
でも課徴金の額では､ 大きな事件だと 1 社に100億円を超える額を課される場合があるの
で､ 大企業は事業規模が大きい分､ 課徴金の額も大きくはなります｡ それでも､ 欧米に比
べればまだまだ少ないということです｡ そういう状況です｡
萬澤：今のご質問に合うかどうか分かりませんが､ 日本の場合には､ 悪いことをするモ
チベーションがユニークとよく言われますね｡ オリンパスなんか特にそうですけど､ やっ
ている本人たちには全く私的利益がない｡ 私欲のためじゃなく､ 会社のためなんです｡ ア
メリカのロー・スクールの先生が ｢会社のために (私欲ではなく) 悪いことをする者はア
メリカにはいない｣ と言っていました (笑)｡ 自分のためじゃない､ 会社のためっていう
ところは､ 日本の特色のような気がします｡
司会：面白いですね｡ 日本はやはり浪花節ですかね (笑)｡
話は尽きませんが､ かなり時間が超過しました｡ 本日のご報告は､ 新聞報道などで馴染
ある会社不祥事をめぐるもので､ その意味ではとても身近なところにある問題でしたが､
それがこれだけ深い内容を持っているんだということを知ることが出来ました｡ 今後も会
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社不祥事はおそらく無くなることはないでしょう｡ そういう事件報道を見た時に､ 今回の
お話の内容を思い出して頂ければ幸いです｡ また､ 学生さんたちの中には､ 今後､ 卒業し
て会社に入る人も多くいることと思います｡ 私欲のためじゃなくて会社のために悪いこと
をするというのは､ 日本では何か ｢美談｣ のようですが…やっぱり駄目ですよね (笑)｡
大槻：もちろん駄目です (笑)｡
司会：学生の皆さんはくれぐれも､ 会社のために悪いことをするような人間にならない
ように､ 気をつけてもらいたいと念願致します (笑)｡
本日は長時間､ 有難うございました｡
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